
真に必要な社会資本整備と
公共事業改革への取組

（冬柴臨時議員提出資料）

平成１９年５月８日

Ⅰ．真に必要な社会資本整備の推進

Ⅱ．国土交通省が進める入札契約制度改革

Ⅲ．事業評価のより一層の厳格な実施に向けて

Ⅳ．総合的なコスト縮減の取組について
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Ⅰ．真に必要な社会資本整備の推進
○ 公共事業関係予算については、身を削る努力によって、ピーク時の14.9兆円（平成10年度補正後）の1/2を下

回る水準に。平成13～19年度の６年間における公共事業関係予算の削減額は、他の一般歳出の主要経費に

比べて格段に大きい。
○ 経済全体の物価動向は、これまでの下落から今後は上昇見込み。名目成長率も、平均約1%成長から今後は

約3%成長が見込まれ、公共事業をめぐる過去５年間の経済状況から大きく変化。

○ 増大する維持管理・更新に適切に対応しつつ、成長力の強化と地域の自立・活性化、安全・安心の確保など、
真に必要な分野での社会資本整備を進めるためにも、公共事業関係予算の削減は限界。

○ 成長力強化を目指す欧米は、戦略的に公共投資を増加。

①身を削る削減努力 ②物価や経済成長の今後の動向

６年間
（Ｈ１３→Ｈ１９）
の歳出削減額合計
▲１．７兆円

防衛関係費
（▲０．２兆円）

社会保障
関係費

（＋３．６兆円）

公共事業
関係費

（▲２．５兆円、
▲２６．４％）

その他経費
（▲１．３兆円）

文教及び
科学振興費

（▲１．４兆円）

「改革と展望」以降の
６年間の削減状況

（平成１３年度（当初）：４８．７兆円→
平成１９年度（当初）：４７．０兆円）

公共事業関係費の推移
（ピーク時との比較）

平成１０年度：14.9兆円

（補正後）

平成１９年度：6.9兆円

（当初）

経済成長・GDPデフレータと公共事業関係費

（参考）「基本方針２００６」では、今後５年間の公共事業関係費について、これま
でのデフレ下とは異なりうる物価情勢や将来を見据えた社会資本整備ニーズ
を踏まえ、経済成長との関係を勘案して、▲１％～▲３％の削減とされた。

平成２０年度以降は「進路と戦略」参考試算
（新成長経済移行シナリオの２ケースに対応）
による
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MC-3

③公共投資の課題

（ⅰ）成長力の強化と地域の自立・活性化（ⅰ）成長力の強化と地域の自立・活性化

伸長著しいアジアの成長と活力を日本に取り込みつつ、ともに発展するためには、大都市圏における空港・港湾・環状道路の整備による
ゲートウェイ機能の向上に加え、各ブロックが東アジアの近隣諸地域と直接交流ができる基盤を整えることが必要。

成 田
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２，５００ｍ （’10年末）
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3,000m級滑走路＝３本

中国（上海）

整備率：３８％

首都圏中央連絡自動車道

中央環状線

首都圏

東京外かく環状道路
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（出典）経済産業省「地域間産業連関表」
（備考）新潟県及び静岡県は関東に、富山
県及び石川県は中部に、福井県は近畿にそ
れぞれ含まれる。

中部地方＝長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
名古屋税関記者発表より

整備率：８５％

＜アジアの中で存在感を高める上で不可欠な大都市圏のインフラは、近隣諸国に比して不十分＞ ＜我が国の各ブロック（特に日本海側）と東アジア諸地域等との直接交流が増大＞

我が国の各地域において、東アジア諸国の経済発展に対応したインフラ整備を再構築し、アジアのシームレス化を実現していくことは地域の自
立・活性化にもつながる。

（’09年度末
2,500）

2

日本海沿岸諸港の
外貿コンテナ貨物量

港運要覧、港湾統計をもとに作成

中部地方で取り扱われた輸出入貨物の利用空港

東京・横浜港

(-16m級バース数)

供用中： ２

計 画： ３

上海港

(-16m級バース数)

供用中： ９

計 画：４３

※ 供用中、計画の各バース数は、各港の全体のものである

横浜港
南本牧ふ頭

上海港洋山コンテナターミナル

1,000m

1,000m

上海

＜例えば、高速道路により空港・港湾と直結することで、産業集積が活発化した東海地域＞

東海環状自動
車道（豊田東ＩＣ
～美濃関ＩＣ）の
総事業費：
約６，７００億円

工業団地（17ヶ所）

各ブロックの総生産額に対する輸出割合
＜各ブロックからの輸出マーケットの拡大＞
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シームレスなアジア
のイメージ

「近距離・少量輸送」、
「高頻度・フレキシブ
ル」等の特徴を重視
した対応により、我
が国のどの地域か
らでも日帰りビジネ
スや貨物の翌日配
達を実現。

現在の「東アジア日帰りビジ
ネス圏」を構成する路線

現在の「貨物翌日配達圏」
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を担う航路の例
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（ⅱ）安全・安心の確保（ⅱ）安全・安心の確保
（ⅲ）適切な維持管理・更新（ⅲ）適切な維持管理・更新

47％
（66,300橋）

＜一般道路における橋梁※のうち、建設後５０年以上のものの割合＞

【H38年度】【H18年度】 【H28年度】

6％
（8,900橋）

20％
（28,400橋）

※全橋梁数は約１４万橋
事業実施後：
想定被害額
約1,200億円

事業実施後の
想定被害額

東海豪雨の
被害額

被害額
約6,700億円

事業費：
計716億円

再度災害
防止費用

河川事業の効果：
約5,500億円

相当

＜716億円の事前投資で約5,500億円の被害軽減＞
（ 東海豪雨災害、平成１２年９月）
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＜面積当たりの自然災害被害額＞
（‘９７年～’０６年）

大規模地震の恐れや気候変動に伴う、海面上昇や豪雨の増加等
による災害リスク増大の懸念等に対応した災害対策の推進。

社会資本の急速な老朽化の中、ライフサイクルコストの縮減を念
頭においた計画的な維持管理・更新が喫緊の課題。

ルーベン・キリスト教大学（ベルギー）・
国際災害データベースより

３

＜投資総額に占める維持管理・更新費の割合の増大＞

※H17年度国土交通白書より。H17以降、国・地方の投資水準を、
それぞれ前年度比-3%、-5%と仮定し、統計資料に基づき試算。

○ジョージ・W・ブッシュ米大統領
（道路整備事業法（SAFETEA-LU ）署名演説（2005年8月））

「我が国の経済は、世界で最も効率的で信頼できる交通システム
を持つことにかかっている。 」

○ゴードン・ブラウン英財務相
（予算関連演説(2006年3月)）
「公共部門純投資額は1997年度予算のわずか50億ポ
ンドから、2006年度予算は５倍の260億ポンド※に増えた。
こうした投資により経済の活力を保つことができる。」

※ 約６兆円

‘９７ ‘９８ ‘９９ ‘００ ‘０１ ‘０２ ‘０３ ‘０４ ‘０５ ‘０６ ‘０７

（出典）HM Treasury “PESA 2006“より作成

(億ポンド)

３００

２００

１００

イギリスの公共部門純投資額

(年)

③公共投資の課題
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パット・チョート博士 （『荒廃するアメリカ』の著者）

「良い道路にはお金がかかるが悪い道路には
もっとお金がかかる」。

「米国は構造物の補修や改修にあまり資金を
使ってこなかった。その結果いろいろなリスクを
負うことになったという意味で、『負の投資』を
行っていたと思う。」

（平成１９年１月１０日付 毎日新聞紙上での対談より）

米国道路投資額の推移（実質値）

H34



地方公共団体の入札契約制度改革の推進地方公共団体の入札契約制度改革の推進

政府全体の取組
政府全体の取組

◆公共工事等の入札契約の改善
・一般競争方式の拡大

２億円以上は基本的に一般競争方式に移行（２億円未満もできる限り導入）

・総合評価方式の拡充
実施目標値の設定（国交省 ８割（平成１８年度、金額ベース）→９割（Ｈ１９年度））

・入札ボンドの導入・拡大

フォローアップを実施し、各府省の取組を推進

地方公共団体の入札契約適正化・支援方策

国土交通省直轄の入札談合防止への取組
※参考資料１４、１６、１７頁参照

国土交通省直轄の入札談合防止への取組
※参考資料１４、１６、１７頁参照

入札談合の防止について（Ｈ１９．３．８）

・政府全体の公共工事等の入札契約の改善の取組に加え、
今般の水門談合事件を受けた対策をとりまとめ。

・総務省とも連携しつつ、地方の改革を強力に推進
→昨年末、公共工事入札契約適正化法に基づく要請

【都道府県の平成１９年度の取組状況】
・一般競争方式の拡大

約７割強の都道府県が昨年度より対象範囲を拡大
・総合評価方式の拡充

約８割の都道府県が今年度の実施目標を新たに設定

○総合評価方式の普及・拡大のため、地方公共団体においても導入しやすい
より簡易な総合評価方式の活用を推進

○発注者の体制・能力の補完等のため、多様な発注方式の活用、発注者支援を
推進

○一般競争方式の拡大に対応した競争環境整備のため、適切な入札参加条件等
の設定を推進

Ⅱ．国土交通省が進める入札契約制度改革

４

○コンプライアンスの徹底

・職員の意識改革、内部通報制度の整備

・OB等からの不当な働きかけの記録・報告・公表

・関与職員に係る処分基準の明確化、損害賠償の
請求

○競争性・透明性の向上のための入札方式の改善等

・一般競争方式の対象範囲の拡大

２億円以上（現行）→6,000万円（H２０年度中）

・多様な発注方式の採用

設計・施工一括発注方式、ＣＭ方式等の導入・活用

○ペナルティの強化

・建設業法の営業停止処分の強化

・指名停止措置の強化

○再就職の見直し

・自粛措置の対象拡大

※金額ベースで約９割に相当

※当該金額未満の工事でも積極的に試行

国交省では、 H19年度、全地方整備局で7.2億円（WTO協定上の基準額）以上の全て

の工事に適用拡大

「公共調達の適正化に向けた取り組みについて」
（Ｈ１８．２．２３ 関係省庁連絡会議とりまとめ）



より厳格な評価に向けた取組
学識経験者等からなる委員会を活用し、以下の課題を検討

①完了後の事後評価の効果的な活用

・完了後の事後評価の実施実績の蓄積も踏まえ、完了後の事後評価の効果的、効率的

活用と評価手法のさらなる充実に向け検討。

②最新の知見等に基づき、評価手法のさらなる高度化

・事業間で統一を図るべき事項について検討を進める。

◆ ＣＯ２削減効果の貨幣換算するための原単位

◆ 景観や環境などお金で買えないものの価値をアンケート等を通じ貨幣換算する手法

（ＣＶＭ：Contingent Valuation Method）の適切な運用方法

◆ 支払い意志額（Willingness to pay）を基にした人命価値の評価方法

①行政評価法の施行（平成１４年度）にさきがけ、事業評価を開始。

さらに、完了後の事後評価を導入するなど法の義務づけを超えた先進的

な取組を実施。

②再評価により、平成１０～１８年度で３６８事業（約７兆円）を中止。

③諸外国と比較しても、標準的な評価手法を採用。

・主要な諸外国（ドイツ、ニュージーランド等）※においても、我が国と同様に

原則Ｂ／Ｃ≧１とした上で、貨幣換算困難な効果等を含めて総合的に評価。
※ 各国の公開資料、現地関係者へのヒアリング等による

①工事コストの縮減は、これまでの様々な取組が普及するとともに、新たな

工夫の余地が少なくなってきたことから、近年はその伸びが鈍化。

②このため、これまでの総合的なコスト縮減の取組に加え、以下のような充

実を図り、平成２０年度以降の新たな計画を策定。

①平成９年～平成１４年【公共工事コスト縮減対策に関する行動指針等】

：１３．６％の工事コストの縮減を達成

②平成１５年～平成１９年【公共事業コスト構造改革プログラム】

：平成１７年度までに９．９％の総合コスト縮減※を達成

（平成１９年度までに１５％の総合コスト縮減を目標）

※ 総合コスト縮減：従来の工事コストの縮減に加え規格の見直し、事業のスピードアップ及び
将来の維持管理費の縮減も併せて評価したもの。

アセットマネジメントによる施設の延命化施策

事業評価の流れ事業評価の流れ（（PDCAPDCAサイクル）サイクル）

事業評価の厳格な実施状況

今後の取組の方向性

政府全体の取組状況

ライフサイクルコスト縮減（イメージ）

・施工段階のみならず設計段階についても一体的に技術提案を求めるなど、民間企
業の技術力を活用する多様な公共調達手法の採用を拡大。

・計画設計から維持管理に至る、公共工事のすべての段階を通じた取組の一層の
充実。

Ⅲ．事業評価のより一層の厳格な実施に向けて Ⅳ．総合的なコスト縮減の取組について

５

（平成19年度中に結論）

点検、診断結果に基づく健全度予測を踏まえ、適切な時期に適切
な補修を行うことで施設を長寿命化するなど、ライフサイクルコスト
の最小化を図る。

健全度

経年

補修補修

補修

補修

延命化

更新 更新

従来の施設
の維持管理

新規事業採択時評価新規事業採択時評価 再評価再評価

完了後の事後評価完了後の事後評価評価手法の検討評価手法の検討

・新規採択の妥当性チェック ・事業の継続・中止を判断

・事業効果の確認、改善措置の検討
・計画・調査、評価手法の改善の必要性を検討

（平成10年度~） （平成10年度~）

（平成15年度~）



真に必要な社会資本整備と
公共事業改革への取組

（冬柴臨時議員提出資料）

平成１９年５月８日

参考資料５－２



各国の社会資本の整備状況①

各国の社会資本の整備状況②

各国の社会資本の整備状況③

各国の社会資本の整備状況④

アメリカの公共投資戦略

英国の公共投資戦略

フランスの公共投資戦略

中国の公共投資戦略

韓国の公共投資戦略

国土形成計画について

社会資本整備重点計画

道路特定財源の見直しに関する具体策

経済財政運営と構造改革に関する
基本方針2006（抄）
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供用中 ： ９
計画、構想： ４８
合計 ： ５７
ｺﾝﾃﾅ取扱量：1,511万TEU

供用中 ： １８
計画、構想：１１２
合計 ：１３０
ｺﾝﾃﾅ取扱量：8,855万TEU

供用中 ： ０
計画、構想： １２
合計 ： １２
ｺﾝﾃﾅ取扱量： 384万TEU

供用中 ： ０
計画、構想： ６
合計 ： ６
ｺﾝﾃﾅ取扱量： 860万TEU

供用中 ： ５
計画、構想： ３
合計 ： ８
ｺﾝﾃﾅ取扱量：3,852万TEU

供用中 ： ３
計画、構想： ６
合計 ： ９
ｺﾝﾃﾅ取扱量：1,578万TEU

港湾（水深16m級の岸壁）※※

ロンドン（ﾋｰｽﾛｰ、ｶﾞﾄﾞｳｨｯｸ他）

3,000m級滑走路＝４本

発着回数：105.0万回

114m/千台

整備延長： 3,478km
英国

ソウル（仁川、金浦）

3,000m級滑走路＝４本

発着回数：25.6万回－韓国

上海（浦東、虹橋）

3,000m級滑走路＝３本

発着回数：37.1万回

1,757m /千台

整備延長：34,288km
中国

パリ（ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞｺﾞｰﾙ、ｵﾙﾘｰ）

3,000m級滑走路＝４本

発着回数：73.7万回

292m /千台

整備延長：10,509km
フランス

ニューヨーク（ＪＦＫ、ﾆｭｰｱｰｸ他）

3,000m級滑走路＝５本

発着回数：115.3万回

385m /千台

整備延長：91,420km
アメリカ

東京（成田、羽田）

3,000m級滑走路：３本

発着回数：49.4万回

99m/千台

整備延長:  7,389km
日本

空港高速道路環状道路
首都圏

人口：２,８５７万人
人口密度：４，４５９人／ｋ㎡

３８％整備率
１９９km供用延長
５２１km計画延長

ワシントンＤＣ

人口：５７万人
人口密度：３、５９６人／k㎡

１００%整備率

１０３km供用延長

１０３km計画延長

ロンドン

人口：９０６万人
人口密度：２,２０８人／ｋ㎡

１００％整備率
１８８km供用延長
１８８km計画延長

パリ

人口：８６１万人

人口密度：４,４８２人／ｋ㎡

８４％整備率
２６２km供用延長
３１３km計画延長

整備率：２００７年３月時点
人口：２００５年３月時点

整備率：２００６年時点
人口：１９９９年時点

整備率：２００３年時点
人口：２００４年時点

出典：６カ国とも、滑走路については「エアポートハンドブック２００７」等
発着回数については「ＡＣＩデータ２００５」

ソウル

人口：１，０３０万人
人口密度：１７,００８人／ｋ㎡

９６％整備率
１６０km供用延長
約１６７km計画延長

整備率：２００６年時点
人口：２００4年時点

各国の社会資本の整備状況①

整備率：１９９８年時点
人口：２０００年時点

北京

人口：４０５万人
人口密度：１, ４２５人／ｋ㎡

８７％整備率
３７９km供用延長
４３６km計画延長

整備率：２００６年時点
人口：２００４年時点

１

※以下のとおり計上。
日本：高速自動車国道
アメリカ：インターステートハイウェイ、

Other Freeways and Expressways
イギリス：モーターウェイ
ドイツ：アウトバーン
フランス：オートルート
中国：高速公路

※

※※ 岸壁数は、2006年4月時点
コンテナ取扱量は、2005年



①主要都市の環状道路

整備率

環状道路内の人口

861万人

84%

整備率：２００６年時点
人口：１９９９年時点

整備率：２００７年３月時点
人口：２００５年３月時点

②自動車千台当りの高速道路延長

ロンドン

整備率

環状道路内の人口

906万人

100%

整備率：２００３年時点
人口：２００４年時点

整備率：２００６年時点
人口：２００４年時点

整備率

環状道路内の人口

1,030万人

96%

各国の社会資本の整備状況②

パリ

1,757

291

114

385

99

0 500 1000 1500 2000

中国

フランス

英国

アメリカ

日本

（m/千台）
出典：道路経済調査データ集（平成１８年度）

ワシントンＤＣ

環状道路内の人口

57万人

100%整備率

整備率：２００６年時点
人口：２００４年時点

整備率

環状道路内の人口

405万人

87%

北京

整備率：１９９８年時点
人口：２０００年時点

ソウル

首都圏中央連絡自動車道

東京外かく環状道路

中央環状線

東京

環状道路内の人口

2,857万人

38%整備率

２

※以下のとおり計上。
日本：高速自動車国道
アメリカ：インターステートハイウェイ、Other Freeways and Expressways
イギリス：モーターウェイ
ドイツ：アウトバーン
フランス：オートルート
中国：高速公路

※



小洋山港区

小洋山中港区

小洋山島

各国の社会資本の整備状況③

各国の水深１６ｍ級の岸壁の供用・計画の状況

※国土交通省港湾局調べ（2006年4月時点）

0 500 1,000m0 500 1,000m

（単一オペレーターの運営による区画を赤枠で表示）

コンテナターミナルの大水深岸壁の整備状況

横浜港
南本牧ふ頭

5基（22列対応）ガントリークレーン

35haターミナル面積

-16.0m水深

700mバース

ロッテルダム港
デルタターミナル

28基（18列以上対応）ガントリークレーン

236haターミナル面積

-16.6m水深

3,600mバース

シンガポール港
パシールパンジャンターミナル

49基（18列以上対応）ガントリークレーン

177haターミナル面積

-16.0m水深

4,630mバース

ロングビーチ港
Pier T

14基（18列以上対応）ガントリークレーン

140haターミナル面積

-15.2m水深

1,524mバース

上海港 洋山コンテナターミナル

国名 港名
供用中

（バース数）
計画、構想
（バース数）

合計
（バース数）

日本 3 6 9 1,578 (4)

東京 1 1 360

横浜 2 2 4 273

名古屋 1 1 2 231

大阪 1 1 180

神戸 1 1 188

韓国 9 48 57 1,511 (5)
中国 18 112 130 8,855 (1)
台湾 5 5 1,279 (7)

シンガポール 13 17 30 2,319 (3)

アメリカ 5 3 8 3,852 (2)

フランス 12 12 384 (21)

ベルギー 19 5 24 789 (14)

オランダ 11 11 952 (11)

ドイツ 14 14 1,351 (6)

スペイン 12 9 21 917 (12)

コンテナ取扱量
（2005年、万TEU）

（ ）内はコンテナ取扱量ランキング

28基（18列以上対応）ガントリークレーン

-ターミナル面積

-16.5m水深

3,000mバース

３

コンテナターミナルの規模 （同縮尺で比較）

計画地



供用中の滑走路

整備中の滑走路
（’08年までに整備予定）

出典） 滑走路については「エアポートハンドブック２００７」等
人口については「人口推計年報」、「The Ｗｏｒｌｄ Gazetteer」及び

「世界の統計２００６」
旅客数・発着回数については「ＡＣＩデータ２００５」

関 空

中 部

伊 丹

神 戸

ロンドン
3,000m級滑走路＝４本

ﾋｰｽﾛｰ

ｶﾞﾄｳｨｯｸ

ｽﾀﾝｽﾃｯﾄﾞ

３，１５９ｍ

３，０４８ｍ

ﾙｰﾄﾝ ２，１６０ｍ

パ リ
3,000m級滑走路＝４本

ｼｬﾙﾙ･
ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ

４，２１５ｍ

４，２００ｍ

２，７００ｍ

２，７００ｍ

ｵﾙﾘｰ
３，６５０ｍ

３，３２０ｍ

２，４００ｍ

ニューヨーク
3,000m級滑走路＝５本

J.F.ｹﾈﾃﾞｨ ３，４６０ｍ

４，４４３ｍ

３，０４８ｍ

２，５６０ｍ

ﾆｭｰｱｰｸ
３，３５２ｍ

３，０４１ｍ

２，０７２ｍ

ﾗｶﾞｰﾃﾞｨｱ

４，０００ｍ

３，５００ｍ

３，０００ｍ

１，８２８ｍ

関 西 圏
3,000m級滑走路＝２本

ﾛﾝﾄﾞﾝｼﾃｨｰ １，２００ｍ２，０８９

３，４５３

１，０５１

２，４０２

２３４

１，１１７ １，２０７

７３６
４７１

１３９

２，８７９
７，２３２

３，０２３

１０，２５５ １，１５３

１，２５２

１３，３５５

１１，８０６

１，５４９

１，０５０

名古屋 ２，７４０ｍ
１，１６３

７，８３３

６，０８４

７３７

１，７４９

人口
（万人）

旅客数
（万人）

発着回数
（千回）

国内線

国際線中 部 圏
3,000m級滑走路＝１本

３，５００ｍ

人口：大阪、京都、兵庫、奈良、
和歌山、滋賀

人口：愛知、岐阜、三重

２，１３３ｍ

２，１３３ｍ

２，５００ｍ

成 田
４，０００ｍ

羽 田
３，０００ｍ
３，０００ｍ
２，５００ｍ

東 京 圏
3,000m級滑走路＝３本

（2,500）

３，４２０

９，１４５

４９４

２，８２０

６，３２５

人口：東京、神奈川、千葉、埼玉

※’０７年８月２日限定供用開始予定

※’１０年末までに整備予定

浦 東

虹 橋

１，４５６

３７１

１，４８７

２，６７８

４，１３４

４，０００ｍ

３，８００ｍ

３，４００ｍ

３，４００ｍ

※’０８年までに整備予定

各国の社会資本の整備状況④

２５６

ソウル
3,000m級滑走路＝４本

２，２１７

３，９５０

１，２９６

２，６５４

金 浦 ３，６００ｍ

３，２００ｍ

仁 川

３，７５０ｍ

３，７５０ｍ

４，０００ｍ ※’０８年までに整備予定

上 海
3,000m級滑走路＝３本

２５６

※’０９年度末までに整備予定

４

３，９０１ｍ

３，６５８ｍ

３，３００ｍ

※’１０年までに整備予定

計画中の滑走路

４，０００ｍ

３，８００ｍ

３，８００ｍ

２，５００ｍ

２，１８０ｍ

整備中の滑走路
（’09年以降の整備予定）



アメリカの公共投資戦略

米国経済の成長が世界で最も効率的で信頼できる交通システムを持つことにかかっているという考え
方に基づき、交通をはじめとするインフラ整備を計画的かつ重点的に行うという1990年代からの戦略を
継続・拡充。

連邦高速道路整備法- SAFETEA-LU
(Safe, Accountable, Flexible, Efficient Transportation Equity Act : A Legacy for Users)

・ 史上最大の道路整備に関する投資規模となる２，８６４億ＵＳド
ル（６年間）の予算を確保

（ブッシュ大統領の同法署名演説 2005年8月）
「我が国の経済は、世界で最も効率的で信頼できる交通システム
を持つことにかかっている。」

2004-2009
SAFETEA-LU法

1998-2003
TEA-21法

1992-1997
ISTEA法

１，５５３億ドル

２，１７８億ドル
（＋４０．２％）

２，８６４億ドル
（＋３１．５％）

（出典）FHWAのHPより作成

関連法に基づくこれまでの投資規模の推移

（交通省）交通インフラ整備の戦略計画
－ (Strategic Plan 2006-2011) -

・ 交通インフラへの継続的投資が国民
生活の質を改善し、経済成長を加速さ
せるとの認識のもと、５つの戦略的目標
を掲出。

５つの戦略目標
「安全」、「渋滞緩和」、「接続性の改善」、
「環境」、「マネジメント」

・ 渋滞緩和に特に重点をおき、複数の
州にまたがる多目的輸送路である「未
来のルート」の開発等を推進。

５



英国の公共投資戦略

1990年代における交通や住宅等のインフラ整備に対する過少投資が問題を生んだという認識に基づ
き、経済成長や社会の安定性の確保等の観点から積極的に投資を行う戦略を明示。

(億ポンド)

英国の公共部門純投資額

注：公共部門純投資額とは、国、地方及び公的企業の資本的支出か
ら維持管理支出を除いたもの。

（出典）HM Treasury “PESA 2006“より作成

(年)

ゴードン・ブラウン財務大臣の予算関係演説
（Budget 2006(2006年3月)）

「公共部門純投資額は１９９７年度予算のわずか５０億ポン
ドから、２００６年度予算は５倍の２６０億ポンドに増えた。
こうした投資により経済の活力を保つことができる。」

「財務上の規律に従いつつ、経済界の要請に応えるととも
に、インフラと交通に関する投資等を長期的視点から行
う。」

学識経験者や経済界等による提言をふまえたインフラ投資を推進

１００

２００

３００

９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７

トニー・ブレア首相のコメント
（ The Future of Transport(2004年10月)）

「優れた交通システムは、経済及び社会の繁栄に欠くこと
のできないものである。（中略）我が国交通システムは何
十年にもわたって過少投資の状態が続き、損害を被って
きた。」

６



フランスの公共投資戦略
欧州全体を視野に入れ経済成長力強化を図るため、将来に向け重要な交通関係事業を戦略的に推進

するとともに、社会全体の融合を図る観点から社会住宅の供給や都市再生を国が策定した戦略に基づ
き強力に推進。

交通関係施設への投資

・ 1990年代後半において交通関係インフラへの投資が低
迷（交通関係社会資本投資の対ＧＤＰ比：１．４％（７７年）→０．８％（０１年））。
政府部内・国会において経済競争力低下を懸念。

・ 地域開発関係閣僚会議において承認された幹線道路、
鉄道、水路等の交通施設整備を支援するため、フランス
交通施設整備基金（ＡＦＩＴＦ）を設置。特に、東西方向の交
通網整備に重点。

・ ０５年から１２年までの間に２１５億ユーロを投資（予定）。

ＡＦＩＴＦ（フランス交通施設整備基金）による交通関係施設の投資

（出典）ＡＦＩＴＦ事務局資料より作成

(年)・・・・・・・・・・・・・・・・・

（億ユーロ）

合計２１５億ユーロの投資を予定

０５ ０６ ０７ １２

１０

２０

３０

フランソワ・コペ予算担当大臣の2007年予算方針演説（2006年6月13日）
「2005年にフランス交通関係社会資本整備基金（ＡＦＩＴＦ）を設置したところであるが、その額を引き続き増
額する。AFITFは、将来に向けた構造的に重要な戦略的事業の財源を確保するために創設した基金で
ある。インフラ関係の支出額は、2007年予算において2.6％増額する。」

「機会の均等を確保する観点から、都市の荒廃地区に対する財政措置を強化し、学校関係施設の整備と
都市再生機構（ANRU)に対する予算配分を手厚くする。」

７



中国の公共投資戦略
中国の第11次五か年規画（2006～2010年）では、地域間、都市間の格差是正が最重要課題の１つであ

り、新規鉄道路線の敷設、道路網の一層の充実等の社会資本整備に取り組むことにより、社会取引コス
トの引き下げ、資源配分の効率化等を進めている。

鉄道計画：新規鉄道路線1.7万km（うち旅客輸送専用線7千km））の敷設

高速道路計画：道路網の充実
（総延長：193万km→230万km、うち高速道路：4.1万km →6.5万km）

（出典）中国国家発展改革委員会”The Outline of the Eleventh Five-year Plan”

（出典）国連"National Accounts Statistics -Main Aggregates and Detailed Tables, 2004, 
Part1"（2006年10月）

中国では、一般政府総固定資本形成の対GDP比
率が、 1993年の2.8%から2002年には4.1%へと、一貫し
て増加してきている。

中国の一般政府Ｉｇ／ＧＤＰの推移

９３ ９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２

一般政府Ｉｇ（左目盛）

一般政府Ｉｇ／ＧＤＰ（左目盛）

２．８

４．１

（年）

（％）

１．０

２．０

３．０

４．０

（億人民元）

１０００

２０００

３０００

４０００

５０００

８



韓国の公共投資戦略
改定第４次国土総合計画（2006～2020年）に基づき、格子状の基幹高速道路と関連する国道及び都市道

路網の整備 、ソウル－釜山間の高速鉄道の第２期整備、ソウル－木浦間の高速鉄道の整備、これらに関連
する在来線の整備を推進。また、仁川国際空港の整備、釜山及び光陽における港湾整備等を推進。

鉄道計画 高速道路計画

韓国の一般政府総固定資本形成は着実に増加
しており、一般政府Ｉｇ／ＧＤＰも６．０％（０４年）に
達している。

（出典）韓国政府”The Fourth Comprehensive National Territorial Plan (Revised Plan) 
2006～2020”

（出典）OECD ”National Accounts”

９５ ９６ ９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ ０４ （年）

韓国の一般政府Ｉｇ／ＧＤＰの推移

一般政府Ｉｇ（左目盛）

一般政府Ｉｇ／ＧＤＰ（右目盛）

４．７

６．０

（％）

１．０

２．０

３．０

４．０

（兆ウォン）

１０

２０

３０

４０

５０

５．０

６．０

９

釜山港（釜山新港）の開発計画

※Busan New Port  Development Plan

釜山新港

釜山新港では
2011年までに
全長10km、30
バースを整備
予定
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会

合
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議
会

分 科 会

①

②

③

④⑤

⑥

⑦
⑧

全国計画

○長期的な国土づくりの指針（閣議決定）

○成熟社会型の計画に向け、これまでの全総計画から計画

事項等を拡充・改変

景観、環境を含めた国土の質的向上、有限な資源の利用・保全、

ストックの活用、海洋利用などの視点を拡充

根拠法：国土形成計画法（国土総合開発法の抜本改正により平成17年に成立）

国土形成計画の策定

広域地方計画

○国と地方の協働による広域ブロックづくり

・ 国、地方公共団体、経済団体等で広域地方計画協議会
を組織

・計画の策定に向けて、同協議会において各主体が対等な
立場で連携・協力

① 東北圏 ⑤ 近畿圏

② 首都圏 ⑥ 中国圏

③ 北陸圏 ⑦ 四国圏

④ 中部圏 ⑧ 九州圏

〔広域地方計画区域〕

（注１）北海道及び沖縄県は
広域地方計画の対象外。
ただし、隣接する広域地
方計画区域には参加する
ことが可能。

（注２）分科会・合同協議会
について、日本海と太平
洋の両海洋の活用等も含
めた構想や区域にまたが
る共通課題を協議するた
めに設置。

・人口減少社会の到来、高齢化の進展

・東アジアの経済発展

・情報通信技術の発展

・安全・安心、環境、文化等への

国民意識の高まり

・ライフスタイルの多様化

・一極一軸型国土構造

・東アジアとの直接交流機会の増大、

広域的課題の増加

経済社会情勢の大転換 国民の価値観の変化・多様化 国土をめぐる状況

国土形成計画について
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○経済財政諮問会議での議論を踏まえ、社会資本整備に関する事業別の計画を一本化するなど、５０年ぶりの
改革を実施。計画内容を「事業費」から、国民から見た「達成される成果」に転換。

○ 次期重点計画（平成２０～２４年度の５ヵ年）策定に向け、社会資本整備審議会・交通政策審議会計画部会
で検討中。

港 湾

都市公園

下 水 道

海 岸

急傾斜地

治 水

道 路

交通安全施設

空 港

９本の事業分野別計画

注・二重枠の事業分野別
計画は、各々の緊急措置
法があったもの

一本化

重
点
化
・
集
中
化
の
た
め
の

計
画
に
転
換

＜現行の社会資本整備重点計画＞（平成１５年１０月閣議決定）
※平成１５年度以降の５箇年間を計画期間

○対象とする社会資本整備事業
道路、交通安全施設、鉄道、空港、港湾、航路標識、公園・緑地、下水道、河川、砂防、
地すべり、急傾斜地、海岸（民間との連携による取組やソフト施策も含む）

○主なポイント
①国民から見た成果目標（アウトカム目標）を明示

・「暮らし・安全・環境・活力」の４分類に沿って、１５の重点目標及び３５の指標を設定

②社会資本整備の改革方針を決定
・事業相互間の連携の強化
・事業の構想段階から住民参加を推進
・技術開発等を通じたコストの縮減・事業の迅速化
・事業評価の厳格な実施などＰＬＡＮ－ＤＯ－ＳＥＥの強化
・入札・契約の適正化
・ＰＦＩなど民間資金・能力の活用
・国庫補助負担金について地方の裁量の向上

③国・地方公共団体・国民の間の対話手段として活用

社会資本整備に係るＰＬＡＮ－ＤＯ－ＳＥＥの強化

施策への反映
・重点政策
・予算要求
・税制改正
・法制度 等

目
標
達
成
に
向
け
た

選
択
と
集
中

執

行

政
策
評
価

重
点
計
画
に
よ
り

目
標
を
明
示

計
画
部
会
審
議

翌年度の予算等に適切に反映

社会資本整備重点計画
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道路特定財源の見直しに関する具体策

道路特定財源の見直しに関する具体策 （平成18年12月8日閣議決定） （抜粋）

我が国の競争力、成長力の確保や地域の活性化のため必要な道路整備を計画的に進
めることは、引き続き、重要な課題である。 他方、我が国財政は極めて厳しい状況に
あり、国民負担の最小化のため、歳出削減を徹底し、ゼロベースで見直すことが必要
となっている。
このため、昨年末の政府与党合意、行革推進法等に基づく道路特定財源の見直しに

ついては、以下に定めるところにより行うものとする。

１．道路整備に対するニーズを踏まえ、その必要性を具体的に精査し、引き続き、重
点化、効率化を進めつつ、真に必要な道路整備は計画的に進めることとし、１９年
中に、今後の具体的な道路整備の姿を示した中期的な計画を作成する。

特に、地域間格差への対応や生活者重視の視点を踏まえつつ、地方の活性化や自
立に必要な地域の基幹道路の整備や渋滞解消のためのバイパス整備、高速道路や高
次医療施設への広域的アクセスの強化など、地域の自主性にも配慮しながら、適切
に措置する。

２．２０年度以降も、厳しい財政事情の下、環境面への影響にも配慮し、暫定税率に
よる上乗せ分を含め、現行の税率水準を維持する。

以下 省略
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経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006（抄）
（平成１８年７月７日 閣議決定）

別紙
公共事業関係費

○ このため、公共事業については、景気対策としてではなく、真に必要な社会資本整備へと転換する必要がある。その中で、
今後、廃止・終了する事業や整備水準の上昇も踏まえた事業分野ごとのメリハリ付けを強化するとともに、あらゆる分野で官
民格差等を踏まえたコスト縮減や入札改革などを進め、重点化・効率化を徹底することにより、これまでの改革努力（名目対
前年度比▲３％）を基本的に継続する。

○ その際、現在実施中のコスト縮減努力（５年間で15%のコスト縮減）の継続や今後は廃止・終了する事業の存在などを織り
込んだ対応を行う必要がある。また、今後５年間の幅の中では、これまでのデフレ下の状況とは異なり、資材価格や賃金等
のコスト増が生じ得ることを考慮するとともに、改革を継続する中で、国際競争に勝ち抜くためのインフラ整備、また、国民生
活の質的向上や安全・安心の確保につながる社会資本整備など我が国の将来を見据えつつ各年度の社会資本整備を判断
していく必要もある。このため、経済成長との関係を勘案したこれまでの実質の削減率の実績による対応を視野に入れる必
要がある。

〔別表〕

今後５年間の歳出改革の概要

要対応額：16.5兆円

▲14.3～
▲11.4兆円

113.9～
116.8兆円

128.2兆円107.3兆円合計

（略）（略）（略）（略）（略）（略）

公共事業関係費
▲３％～▲１％

地方単独事業（投資的経費）
▲３％～▲１％

▲5.6～
▲3.9兆円程度

16.1～
17.8兆円

21.7兆円18.8兆円公共投資

（略）（略）（略）（略）（略）（略）

改革後の姿自然体

備考削減額2011年度2011年度2006年度

（注１）上記金額は、特記なき場合国・地方合計（ＳＮＡベース）。

（注２）備考欄は、各経費の削減額に相当する国の一般歳出の主な経費の伸び率（対前年度比名目年率）等及び地方単独事業（地財計画ベース）の名目での削減率を示す。

１３



これまでの入札談合防止対策の強化について（主なもの）

従 前 従 前 対 策対 策

独占禁止法の改正独占禁止法の改正

（製造業等の大企業）

６％ 10％

課徴金減免制度（ﾘﾆｴﾝｼｰ）の導入

繰り返し違反行為に関して

＜H18.1.4施行＞

官製談合防止法の改正官製談合防止法の改正

国土交通省独自の取組み

入札契約制度の改革入札契約制度の改革

再就職に係る取組み再就職に係る取組み

＜入札談合の再発防止対策（H17.7.29）＞

重大な法令違反に関与した企業（47社）
への再就職の自粛
※ 水門談合に伴う追加(H19.3.8)

・ 水門設備工事談合関係23社（47社
との重複を除くと10社）

・ 今後同様な事件に関与した企業

直轄工事受注企業への再就職の自粛

営業担当部署への
新たな就任の自粛

［対象者］ 全職員

［対象期間］退職後５年間

５年以下の懲役又は
250万円以下の罰金

４つ目の類型として

・入札談合等を幇助すること

を追加。

○発注機関職員に対する
刑罰規定

○一般競争入札の拡大
7.3 億円以上

＜ H19.3.14施行＞

なし

○総合評価制度の拡充 4割（H17）

○「入札談合等関与行為」

・談合の明示的な指示
・受注者に関する意向
の表明

・発注に係る秘密情報
の漏洩

○指名停止措置 最長12ヶ月

○違約金 最大10％

２億円以上（H18～）
１億円以上（H19～）に拡大
6000万円以上(H20～)に拡大予定

９割超（金額ベース） （H19～）

最長36ヶ月（H19～予定）（大規模･悪質なもの）

［対象者］ 全職員

［対象期間］該当企業のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽが確立
したと認められるまで

［対象者］ 幹部職員（指定職経験者）

［対象期間］退職後５年間

最大15％（H17.10～）

＜H17.10～＞

○課徴金制度の見直し

５割加算
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「入札談合の防止について」
・発注者側職員が入札談合等関与行為を行うことのないよう、改正された官製談合防止法の遵守の徹底など、日常業務にお
けるコンプライアンス（法令遵守）の強化・徹底を図る。
・同時に、事業者側における入札談合等の不正行為を排除するため、競争性・透明性を高める入札方式の改善や入札談合を
行った場合のペナルティの強化を行う。

（１）職員の意識改革
・ コンプライアンス専門の研修を実施
・ 談合に関わった場合の懲戒処分、損害賠償請求につい

て周知徹底

（２）職員からの内部通報制度の整備

（３）ＯＢ等からの不当な働きかけの記録･報告･公表

（４）工事発注組織の見直し
・ 異職種職員を組み合わせた人事配置、同一職での長期

従事の抑制

（５）関与職員に係る処分基準の明確化、損害賠償の請求

１．コンプライアンスの徹底

（１）建設業法の営業停止処分の強化
代表役員が独禁法・刑法談合の刑事罰を受けた場合の

営業停止期間を、法律上の上限である１年に。
また、その他の場合の営業停止期間も倍増するとともに、

地域限定を廃止。

（２）指名停止措置の強化
国交省が行う指名停止期間を1.5倍とし、最長期間を２

年から３年に延伸。
（関係省庁で、競争入札参加資格の停止期間延伸を検討中）

３．ペナルティの強化

（１）多様な発注方式の採用
特殊性を有する工事の態様に応じて

・本体と水門設備とを一体で発注
・詳細設計と施工とを一括で発注 等を導入

（談合の温床とされる設計業務への不明瞭な協力を排除）

（２）一般競争方式の対象工事の拡大
（現行) ２億円以上
→（拡大）＜水門設備＞(H19年度当初から)原則すべて

＜その他＞ (H19年度中) １億円以上※

(H20年度中) 6000万円以上※

※ 災害復旧工事を除く。これ未満の工事でも積極的に試行。

２．競争性･透明性の向上のための入札方式の改善等
従前の自粛措置に加えて、今般の水門設備工事に係る談

合事件に関与した企業や今後同様な事件が生じた場合にそ
れに関与した企業については、当該企業においてコンプライ
アンスが確立したと認められるまでの間、退職後の年数を問
わず、国土交通省退職者の就職について自粛。

（参考）従前の自粛措置

・ 指定職経験者は、退職後５年間は、国交省発注の公共
工事の受注実績のある企業への再就職は自粛

・ 国交省発注の公共工事の受注実績のある企業においては、
退職後５年間経過していない国交省退職者を新たに営業担当
部署に就任させないよう要請

４．再就職の見直し
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最高免職まで

年収、退職手当を失い、年金も減額

：全額不支給 ：全額不支給

：職域加算1/2カット

入札談合行為に関与した工事の請負代金の額を基準に、厳格に請求

（参考）水門設備工事の場合、年間約160億円の発注。

刑法の競売入札妨害罪 ……………………… ２年以下の懲役・250万円以下の罰金

独占禁止法違反の幇助犯 …………………… ３年以下の懲役・500万円以下の罰金

改正官製談合防止法の職員入札等妨害罪 … ５年以下の懲役・250万円以下の罰金

金銭授受があった場合は、収賄罪で１年以上７年以下の懲役となるほか、授受した金銭も追徴

（請託を受けて賄賂を授受し、不正行為に及んだ場合）

※禁固以上の刑に処せられた場合は、退職金の返還請求を受け、年金も減額。

年収 退職手当

年金

懲戒処分等

損 害 賠 償

刑 事 罰

入札談合行為に関与した場合の厳しいペナルティ
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再就職に係る自粛措置について

【対象企業】 日建連（日本建設業団体連合会）加盟59社
【措置概要】 ○ 本省課長相当職以上(10級以上)の再就職の自粛

○ その他職員は上記に準じた抑制 等
【対象期間】 いずれも退職後２年間
【自粛期間】 平成５年８月から （当面の措置だが、現在まで継続）

「ゼネコン汚職」に伴う措置

「鋼橋談合」・「水門談合」に伴う措置

① 重大な法令違反に関与した企業への再就職の自粛
※ H17.8以降の対象 ＝ 鋼橋談合関係47社
※ 水門談合に伴う追加 ＝ 水門設備工事談合関係23社（47社との重複を除くと10社）

今後同様な事件に関与した企業

【対象者】 全職員
【対象期間】 退職後の期間を問わず対象
【自粛期間】 該当企業のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽが確立したと認められるまでの間

※ ４７社＝17年8月1日付、23社＝19年3月8日付けで要請文を発出

② 幹部職員（指定職）の直轄工事受注企業への再就職の自粛
【対象者】 指定職経験者

【対象期間】 退職後５年間

③ 早期退職慣行の是正
○本省 平均勧奨退職年齢引上げ：H15-19年度の間に、 52.4歳 → 55.4歳
○地方整備局 平均勧奨退職年齢引上げ：概ね5年間で 約56歳 → 約58歳

④ 営業担当部署への新たな就任の自粛
【対象企業】 国土交通省との間で密接な関係があるとされる営利企業のうち当省発注の公共工事の受注実績のある企業

【対象者】 全職員
【対象期間】 退職後５年間 １７



○事務手続きの増加○事務手続きの増加
指名競争入札を一般競争入

札方式（総合評価方式）とするこ
とで、概ね１ヶ月以上の手続き
期間の延長や事務量の増大が
見込まれる。

予定価格6,000万円未満の工

事は金額ベースでは約１割だが、
件数ベースでは約５割を占め、
仮に一般競争入札の対象を全
工事に拡大すると、行政コスト
が大幅に増大。

＜一般競争入札の場合＞

＜指名競争入札の場合＞

図 一般競争入札・指名競争入札手続きフローの比較

破線囲みは必要に
応じて実施

指名通知

入 札

落札者の決定

約10日

開 札

公告後
速やかに

10～20日

25～30日

8日

標準的
日数

25～30日

43～58日

35～50日

累計
日数

資料作成説明会

入 札

入札公告

入札説明書の交付

ヒアリング

開札（技術提案の評価）

落札者の決定

競争参加資格の確認と
結果の通知

技術提案の審査

申請書及び資料の提出

公告後
速やかに

10～20日

25～30日

8日

標準的
日数

25～30日

43～58日

35～50日

累計
日数

資料作成説明会

入 札

入札公告

入札説明書の交付

ヒアリング

開札（技術提案の評価）

落札者の決定

競争参加資格の確認と
結果の通知

技術提案の審査

申請書及び資料の提出

一般競争入札方式による手続きの増加

１８



工期、機能、安全性などの価格以外の要素と価格とを総合的に評価
して落札者を決定する方式

工期、機能、安全性などの工期、機能、安全性などの価格以外の要素と価格とを総合的に評価価格以外の要素と価格とを総合的に評価
して落札者を決定して落札者を決定する方式する方式

予め、入札公告等において、
技術提案を求める内容
技術提案の評価の方法

を公表

提出された技術提案を公表され
た評価方法に従って審査し、技術
提案毎に技術点を決定

技術提案
の提出

【想定される総合評価の評価項目】

環境の維持（騒音・振動・水質汚濁など）、交通の確保、安全対
策、リサイクル など

社会的要請に対応した工事

初期性能の持続性の向上、耐久性・安定性の向上 など工事目的物の性能・機能の向上が実現できる工事

維持管理費・更新費、補償費 など総合的なコストの削減につながる工事

評価値 ＝
技術評価点

入札価格

価格

技
術
評
価
点

予定
価格評価値

落札者

標準点
(100点)

130点（110～150点）

加算点

総合評価落札方式の概要

１９

【総合評価落札方式の手続きの流れ】

【総合評価落札方式の仕組み】

予定価格の範囲内で、評価値が最も高い者を落札者とする方式のこと。

技術評価点

提案内容により、標
準点に加算点を付与。
技術提案が適切でな
い場合は、標準点を
与えない。

右図のよ
うに、「傾
き」を示す。



総合評価落札方式の効用 工事品質（工事成績）の向上

○総合評価落札方式を適用した工事は、適用
しなかった工事（価格競争）に比べ、工事成
績※が高い結果となっている。

※ 工事成績・・・工事の完成に際し、「施工体制」、「施工状況」、「出
来形及び出来栄え」、「高度技術」、「創意工夫」、「社
会性等」の６つの観点から工事の成績をつけるもの。
６５点からの加点減点を行い、満点は１００点。

・平成１６年度に完成した一般土木工事等（随意契約を除く）を対象

74.0

78.5

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

価格競争方式 総合評価方式

工
事

成
績

評
定

平
均

点

①価格及び品質が総合的に優れた調達により、優良な社会資本整備が可能。

②一般競争入札方式との併用により、透明性の確保、納税者の理解を促進。

③談合防止に一定の効果が期待されるとともに、ダンピングの防止、不良・不適格
業者の排除が可能。

④建設業者の技術力向上に対する意欲を高め、 建設業者の育成に貢献。

総合評価落札方式のメリット

総合評価落札方式

２０



総合評価落札方式の事例 ～工事に伴う社会的コストの縮減が可能～

◆交差点立体化工事の事例（Ｍ市内）

標準日数

提案日数（規制）

： ４７０日

： ３９４日

○渋滞解消を目的に、交差点を立体化。

○評価項目として、
「工事に伴う通行規制日数の短縮」
「施工日数の短縮」

を設定し、価格だけではなく渋滞等社会的コストの縮減も合わせた最
適な調達を実現。

施工後

施工中

施工イメージ
橋脚の施工完了後に、橋桁を一括移動さ
せ、据え付け。同時期に橋脚と橋桁を作
成できるため、工期が短縮。

受注企業の技術力の活用（技術提案）により、
通行規制日数を７６日短縮するとともに、供用を４５日早め、渋滞
損失額５億円低減に成功。

提案日数（施工） ： ４２５日

交差点

施工前

（７６日短縮）

（４５日短縮）２１



○入札の事前段階

積算歩掛、労務単価、資材単価、機械損料
及び工事数量（概算）を公表

○入札公告段階

詳細な工事数量や総合評価落札方式にお
ける技術評価項目を公表

○落札後

予定価格や各入札参加者の入札価格、落
札者・落札価格等の落札情報などを公表

※下請業者に関する情報

施工体系図（元請け会社、下請会社の名称
及び担当技術者の氏名など）を公表。

国土交通省直轄工事の入札情報の開示状況

２２

事前
入札
公告

落札後
工事

着手後

予定価格関連情報 予定価格 ◎

積算歩掛（諸経費） ◎

労務単価 ◎

資材単価 ◎

機械損料 ◎

工事数量 △ ◎

(低入札)調査基準価格 ◎

落札関連情報 落札者 ◎

落札価格 ◎

入札参加者 ◎

技術評価項目 ◎

技術評価点（項目毎） ◎

◎

◎：情報開示を実施

△：情報開示を実施（ただし、概算の見込み数量）

施工体制（下請業者等）



新たな競争時代に対応した
地方公共団体の入札契約制度改革支援方策について

（H19.3.15中央建設業審議会ワーキンググループ「第２次中間とりまとめ」より）

○機械・設備工事など高度かつ特殊な分野等において、詳細設計付発注方式、設計・施工一括発注方式といった

多様な入札契約方式の活用

○併せて、発注者の体制・能力を補完するため、ＣＭ（コンストラクション・マネジメント）、ＰＭ（プロジェ

クト・マネジメント）方式の活用

○一般競争方式の拡大に対応した競争環境整備のため、工事の態様・規模等に応じた適切な入札参加条件等の設定

を推進

○難易度の高い工事等におけるＣＭ、ＰＭ方式の活用

１ 発注者の能力と工事の態様に応じた多様な調達手段の活用方策

２ 工事の態様・規模等に応じた適切な競争条件の設定

３ 総合評価方式の普及・拡大等

○最低制限価格制度及び低入札価格調査制度における失格基準の導入・活用

４ 低入札対応

○総合評価方式を普及・拡大するため、市区町村向けの「総合評価実施マニュアル」の作成・活用

→施工計画を求めず、施工実績・工事成績等により簡易に評価を行う総合評価方式の導入を推進

○第三者機関の設置を促進するため、「第三者機関の運営マニュアル」の作成・活用

２３
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工事の予定価格と公共事業関係予算の推移

年度

兆円

○工事コストの縮減や規格の見直し等、全てのプロセスにおけるコスト縮減の取り組みにより、物価変動等とも相
まって、平成18年度の予定価格は平成8年度と比べ約17％低下。

○平成18年度の公共事業関係予算は、予定価格の低下の割合以上に大幅に減少しており、
ピーク時と比べると半減。

公共事業関係費の推移

7.2（当初） ・当初予算は6年連続削減

・ H19年度はH10年度の1/2を下回る

7.8（補正後）

14.9（補正後）

（
補
正
）

（
当
初
）

Ｈ8

物価変動 ▲ 7％110

117％

コスト縮減 ▲10％ 100％

Ｈ18

%

100

工事の予定価格の変遷

・近年、資材価格は上昇傾向にあり、公共工事の予定
価格の上昇が懸念。

・例えば、鉄筋は、国内外の需要の増加に伴い、価格
が急騰。

２４

資材単価（鉄筋）の推移

15

5

10

0
6.9（当初）

（H18年度の価格を100%として基準化）

1年間で10円/kg（約18%）上昇
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54.2% 51.2%

60.0%

5.0%

28.6%
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35.7%

40.0%

57.1%
37.5%

43.9% 32.0%40.0%
35.7%
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65%未満 65%以上
～

70%未満

70%以上
～

75%未満

75%以上
～

80%未満

80%以上
～

85%未満

85%以上
～

90%未満

90%以上
～

95%未満

95%以上
～

100%

落札率

比
率

下請企業が赤字の工事かつ平均点未満

平均点未満の工事

下請企業が赤字の工事

下請企業が黒字の工事かつ平均点以上

※工事成績評定点の平均点：74点
　　（平成15年度竣工の土木工事（全国））

※工事コスト調査対象工事：

予定価格の３分の２から１０分の８．５の範囲
内で定められる調査基準価格を下回る金額
で契約が行われた低入札工事

・工事成績評定点の平均点未満
ｏｒ
・下請企業が赤字

※対象データ:平成15年・16年竣工工事
　　　　　　（工事規模1億円以上）

　内訳:工事コスト調査対象工事90件

　　　 工事コスト調査対象以外(標準工事)の工事220件

・工事成績評定点の平均点未満
または

・下請け企業が赤字

落札率の推移と落札率の低下に伴う工事の品質への影響落札率の推移と落札率の低下に伴う工事の品質への影響
○近年、落札率は低下傾向にあるが、公共工事は品質の確保とコスト縮減の両立が重要。
○極端な低入札での受注は、公共工事の品質への悪影響の他、下請業者へのしわ寄せ、労働条件の悪化、安全対策の

不徹底等の課題が発生。

落
札
率
（
％
）

年度別落札率の推移

２５

落札率が落札率が8585%%未満では、下請企業が未満では、下請企業が赤字または工事成績評定点が平均赤字または工事成績評定点が平均点点
未満未満の工事が大幅にの工事が大幅に増え、工事の品質等への影響が懸念増え、工事の品質等への影響が懸念

□下請企業が赤字の工事
かつ平均点未満

□平均点未満の工事

□下請企業が赤字の工事

□下請企業が黒字の工事
かつ平均点以上

８５％

※数値は随意契約を除いた工事ごとの落札率の単純平
均（港湾空港関係を除く）。

※平成１８年度の数値は平成１９年２月迄の予定価格
１００万円未満の工事を除いた数字であり、かつ速報
値である。
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建設業をめぐる厳しい環境
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製造業

３．２％

全産業

１．５％

建設業

○これまでの公共事業予算の削減に直面し、建設産業として限界に近い努力を続けてきた結果、利益率、就業者の賃金とも他産業と比べて低い水準。

○建設業は基幹産業として地域経済・雇用を支えているが、地域の主要な建設業者（建設業協会加盟企業）は１日１社程度の割合で倒産。

売上高営業利益率の推移売上高営業利益率の推移
売
上
高
営
業
利
益
率(

％)

出典：財務省 法人企業統計出典：（株）東京商工リサーチ、（社）全国建設業協会資料より作成

建設業の倒産の状況建設業の倒産の状況
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全産業男性労働者

製造業男性生産労働者

建設業男性生産労働者

年間賃金総支給額の推移

出典：厚生労働省 賃金構造基本統計調査（１０人以上の常用労働者を雇用する事業所）
（平成 年）

出典：内閣府「県民経済計算」、国土交通省「建設投資見通し」、総務省「労働力調査」

（平成 年） （平成 年度）
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県内総生産に対する建設投資の規模（平成１６年度）
全産業就業者数に占める建設業就業者数の割合（平成１８年）

地域経済・雇用を支える基幹産業地域経済・雇用を支える基幹産業

建設業の全倒産件数

（左目盛）

建設業協会加盟企業の

倒産件数（右目盛）

２６
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公共工事

民間工事

（万円/㎡） ・国土交通省「建築着工統計」による。
・単価は、工事費予定額を床面積で除した値。
・公共は建築主が国・都道府県・市町村、民間は会社。
・民間の建築工事は、倉庫等の単価の安い建築物の
割合が高い。

民間建築工事における割合：34%
公共建築工事における割合：6%
（建築着工統計 Ｈ１６年度集計）

公共と民間の着工統計単価の推移

内閣府の地域経済レポート（Ｈ１３．１１）
等で、建築工事の価格は、公共と民間と
の間にかい離がある、と指摘されている。

建築工事の官民価格差

（年度）

民間建築工事は、公共建築工事と比べ、倉庫や工場等単価の低い建築物の割合が高く、その用途・構造に大きな違いがある。
国土交通省の事業に関連する主要な建築物である住宅・事務所の建築工事では、住宅は官民の価格自体にほとんど差はないが、価格が異な
る事務所は、政策的な対策や民間では入居者が実施する工事も負担することを考慮すれば、実質的な差はほとんどない。

＜事務所における公共と民間との違い＞

○ 公共の政策的要因
（※）約2.5万円／㎡

・建築基準法より高い耐震基準
・屋上緑化
・各階の身障者用トイレ設置 等

○民間建築物では入居者が負担する工事
（※）約2.0万円／㎡

・小部屋の間仕切
・書架 等

・それぞれの単価は、建築デフ
レーターにより、基準年（Ｈ１
２）の実質額に変換した値。
・構造が鉄筋コンクリート造では、
差異はほとんどない結果である。

・それぞれの単価は、建築デフ
レーターにより、基準年（Ｈ１
２）の実質額に変換した値。
・｢民間工事」と「公共工事」の
差異は、公共の政策的要因・民間
建築物では入居者が負担する工事
の負担が考えられる。

＜事務所（鉄筋コンクリート造） ＞
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約4.5万円/m2

（※）公共の政策的要因、及び民間建築物では入居者が
負担する工事の項目を積み上げた単価

＜住宅（鉄筋コンクリート造）＞
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○事業分野：官庁庁舎、空港関連施設、駐車場、公営住宅、港湾関連施設等
○事業方式：ＢＴＯ（３１件）、ＢＯＴ（８件）、その他（２１件）
○事業類型：サービス購入型（３１件）、独立採算型（１２件）、その他（１７件）

工事着工から３０年間(独立採算型)・貨物ﾀｰﾐﾅﾙ整備･運営事業

５２０億円

(独立採算型)

９２０億円

契約額

平成１７～４６年度・エプロン等整備等事業

工事着工から３０年間・旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ等整備･運営事業

○東京国際空港国際線地区

平成１５～３３年度○中央合同庁舎第７号館整備等事業

事業期間事業名

国土交通省所管ＰＦＩ事業件数（累積値）
（実施方針公表ベース）

進捗状況

国土交通省関係合計６０事業で実施（平成１８年度末現在）

○民間事業者の適正な評価・選定、事業機会の創出
・価格及び国民に提供されるサービスの質等で評価・選定（平成１７年ＰＦＩ法改正）

・行政財産の利用条件の緩和（平成１７年ＰＦＩ法改正）

①民間施設の第三者譲渡を可能化（合築の場合）

②民間施設の併設への行政財産の貸付を可能化（合築以外の場合）

→「国土交通省所管ＰＦＩ事業における民間収益事業の活用に向けた参考書」公表

〇イコールフッティング（競争環境の平等化）
・ＰＦＩ事業を実施する場合の補助金等の適用事業範囲の拡大

→補助金交付要綱等の見直し等により通常の事業方式と同様に補助金等を交付

・ＢＯＴ方式について税制特例措置（内閣府・国土交通省等）

→不動産取得税、固定資産税、都市計画税の１／２特例措置

○官民間の相互理解の醸成、取引コストの縮減
・競争的対話・多段階選抜方式の運用改善（平成１８年関係省庁申し合わせ）

・公共事業者等のＰＦＩ活用ノウハウの習熟度向上

→「国土交通省所管事業へのＰＦＩ活用参考書」公表

→「ＰＦＩ相談ウィーク」「ＰＦＩセミナー」の開催

これまでの主な取組

※ＢＴＯ：施設の建設後、所有権を公共に移管し、維持管理・運営を行う方式
※ＢＯＴ：施設の建設、維持管理・運営を行い、事業終了後に所有権を公共に移管する方式

当省が直轄で実施しているＰＦＩ事業の例

（年度末）（年度末）

（件）（件）

〇イコールフッティング実現に向けた拡充
・従来の公共事業との競争条件の格差を解消するための拡充を検討

〇発注にかかる負担の軽減
・従来型と比べて発注者・受注者双方の負担となる契約手続きの簡素化を検討

○既存施設におけるＰＦＩの活用
・既存の公的施設の運営・管理を効率的に実施するための手法として、適切な

事業分野においてＰＦＩの活用を検討

今後の課題と取組方針

国土交通省におけるＰＦＩ事業推進への取組
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